
1

宮崎市工事契約管理・工事成績評定システム構築及び運用保守業務委託

受託候補者選定に係る公募型プロポーザル実施要領

１ 業務の目的

事務の効率化を図るとともに、制度改正や事務の見直しにも柔軟に対応するため、宮崎市が利用す

る各システム（宮崎市財務会計システム等）と連携が可能で、かつ、宮崎市工事契約管理システムと

工事成績評定システム（以下「本システム」という。）が一体的となったシステムの導入を目的とす

る。

２ 業務の概要

（１）業務名 ：宮崎市工事契約管理・工事成績評定システム構築及び運用保守業務

（２）場所 ：宮崎市役所契約課（宮崎市橘通西１丁目１番１号第二庁舎３階）

（３）業務内容 ：別紙１「基本仕様書」を参照

（４）履行期間 ：①構築業務

令和７年４月１日（火）から令和８年３月３１日（火）

※工事契約管理システムは令和７年１２月２６日（金）、工事成績評定システム

は令和８年３月３１日（火）までには本番環境で稼動ができるものとする。

※工事契約管理システムについては令和７年１１月から令和７年１２月まで、

工事成績評定システムについては令和８年２月から令和８年３月までの期間

に十分な検証期間を設けるものとする。

②運用・保守業務

工事契約管理システムについては令和８年１月１日から、工事成績評定システ

ムについては令和８年４月１日からの保守とする。

（５）提案限度額：下記のとおり(消費税及び地方消費税を含む)

①システム構築費 ：２３，３２０，０００円

②年間の運用・保守費：システム構築費の提案限度額の３％程度

※この金額は契約予定額を示すものではない。

※クラウド利用料は運用・保守費に含まない。

３ 公募型プロポーザルにより受託候補者を選定する理由

本システムの導入に当たっては、業務の目的達成のため、価格競争のほか、システムの開発・導入

の実績を有し、かつ、専門的な知識と経験を有する事業者から幅広く提案を募り、総合的に評価して

受託候補者を選定する必要があることから、「公募型プロポーザル」を実施するものである。
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４ 全体スケジュール（予定）

※各実施日については、変更の可能性あり。

５ 参加資格要件

次に挙げる条件をすべて満たしている事業者であること。

（１）法人格を有していること。

（２）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５条）に基づく再生手続開始の申立をしている者でないこ

と。

（４）宮崎市税及び国税について滞納がないこと。

（５）役員等が宮崎市暴力団排除条例（平成２３年条例第４７号）第２条第３号に規定する暴力団関

係者でないこと。

（６）宮崎市指名停止基準による指名停止措置を現に受けている者でないこと。

（７）過去に国又は地方公共団体等で類似業務（工事契約管理システム又は工事成績評定システムの

構築業務(システムの構成は問わない)）の実績があること。

（８）情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）または一般社団法人日本情報経済社会推

進協議会のプライバシーマーク認定を受けており、更新がされていること。

なお、提案事業者が、以上の条件を有しなくなった場合は、その時点で失格とする。

６ プロポーザル参加申込の手続き

（１）提出書類

ア 申請日時点で令和6・7・8年度宮崎市指名競争入札参加資格者名簿に登載されている場合は、

下表の①～③を提出。

実施内容 期日等

（１）参加の受付期間
令和６年 12 月 17 日（火）から

令和７年 １月 15 日（水）まで

（２）質問の受付期間
令和６年 12 月 18 日（水）から

令和７年 １月 ７日（火）まで

（３）質問の回答 令和７年 １月 ９日（木）

（４）参加資格結果の通知 令和７年 １月 24 日（金）

（５）企画提案書、価格提案書等の提出期間
令和７年 １月 24 日（金）から

２月 ４日（火）まで

（６）プレゼンテーション等 令和７年 ２月 12 日（水）

（７）選定結果の通知 令和７年 ２月 14 日（金）

（８）契約締結 令和７年 ３月下旬

提出書類名 提出上の注意

① 参加申込書兼誓約書（様式第１号）

② 法人概要書（様式第２号）
認証取得等について、登録又は認証を示す書類（写

し可）を添付すること。

③ 実績確認書（様式第３号）
契約実績を証明する書類（写し可）を添付するこ

と。
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イ 申請日時点で令和6・7・8年度宮崎市指名競争入札参加資格者名簿に登載されていない場合

は、上表の①～③に加え、下表の④～⑦を提出。

（２）提出方法

電子メールにて、下記の事務局あてに、件名を「プロポーザル参加申込書【宮崎市工事契約管

理・工事成績評定システム構築及び運用保守業務委託】（会社名）」とし、提出すること。また、

電子メール送信後は、必ず事務局へ受信確認の連絡（土日祝日及び令和６年１２月３０日（月）、

３１日（火）、令和７年１月２日（木）、３日（金）（以下、「土日祝日等」という。）を除く）を行

うこと。

（３）提出期間

令和６年１２月１７日（火） から 令和７年１月１５日（水）１７時まで

（４）提出先

事 務 局：宮崎市役所 総務部 契約課（第二庁舎３階）

電 話：0985-21-1725

電子メ-ル：03keiyak@city.miyazaki.miyazaki.jp（必ず事務局へ受信確認の連絡を行うこと）

担 当 者：戸髙（工事契約管理システム）、黒木（工事成績評定システム）

（５）質問等の受付

本プロポーザルの内容について質問等がある場合は、質問書（様式第６号）を以下の期間に提

出すること。

ア 提出期間：令和６年１２月１８日（水）～令和７年１月７日（火）１７時まで

イ 提出方法：電子メールにて、件名を「プロポーザル質問書【宮崎市工事契約管理・工事成績

評定システム構築及び運用保守業務委託】（会社名）」とし、提出すること。

ウ 回答方法：質問及び回答を一覧表にまとめ、令和７年１月９日（木）までに本市ホームペー

ジにて回答する。

（６）参加資格結果の通知

令和７年１月２４日（金）に「参加資格要件確認結果通知書」を電子メールにて通知する。

７ 企画提案書等の提出

（１）提出書類

提出書類名 提出上の注意

④
商業登記簿謄本（写し可）

（令和 6年 12 月 17 日以降に発行されたもの）

法務局にて発行。現在事項全部証明書、履歴事項全

部証明書のどちらでも可。

⑤ 市税等の課税・納付状況確認同意書（様式第４号）
宮崎市で課税がない場合（宮崎市に支店等がない

又は法人代表者の住所が宮崎市外）は提出不要

⑥
所轄税務署発行の納税証明書（写し可）

（令和 6年 12 月 17 日以降に発行されたもの）

書式その３の３。「法人税」及び「消費税及地方消

費税」について未納税額のない証明用。

⑦ 暴力団排除に関する誓約書兼照会承諾書（様式第５号）

提出書類名 提出上の注意

① 企画提案書（任意様式）
仕様書を確認のうえ、別紙２「評価項目・各評価点の算定方法等」のプレ

ゼンテーション欄の評価項目順で記載すること。

② 機能確認書（別添様式）
「【別添】機能確認書」を使用し、判定入力方法を参考に各項目を入力す

ること。

③ 価格提案書（任意様式） システムの構築費、年間の運用・保守費が分かるように記載すること。
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（２）提出方法

電子メールにて、事務局あてに、件名を「プロポーザル企画提案書等【宮崎市工事契約管理・

工事成績評定システム構築及び運用保守業務委託】（会社名）」とし、提出すること。また、電子

メール送信後は、必ず事務局へ受信確認の連絡（土日祝日等を除く）を行うこと。

（３）提出期間

令和７年１月２４日（金） から 令和７年２月４日（火）１７時まで

（４）留意事項

ア 企画提案書の様式等

（ア）提出する企画提案書はＰＤＦデータとし、Ａ４横書き（パワーポイント等の場合は、スラ

イドサイズを１６：９を基本、横書き）とすること。

（イ）文字サイズは、１０ポイント以上で作成とすること。（ただし、図や表に関してはその限り

ではない。）

（ウ）企画提案書は２５ページ以内（表紙はページ数に含めない)とし、カラー、白黒を問わな

い。

（エ）ページ番号を付けること。

イ 企画提案書の作成にあたっての注意

（ア）仕様書及び、別紙２「評価項目・各評価点の算定方法等」を踏まえて作成すること。

（イ）提出された企画提案書は、契約の基本方針となるため、提案内容は実現が可能な内容のみ

具体的に記載及び表明すること。選考後であっても提案された内容に変更があった場合は

決定を取り消すことがある。

（ウ）仕様書以上の業務項目や内容が盛り込まれている場合は、その要点・効果等が容易にわか

るように記載すること。

（エ）企画提案書については、社名や社名を類推又は特定できる表現(ロゴ、社員名、連絡先等)

を表紙や目次のほか、本編中にも使用しないこと。

（オ）提出された企画提案書の差し替えや、追加資料の提出は認めない。(本市からの指示があっ

た場合を除く。)

８ 評価方法及び選考方法

（１）評価方法

評価は提出書類による客観評価（６５０点）、プレゼンテーション及びデモンストレーションに

よる主観評価（３５０点）の合計１，０００点満点で行う。なお、要件を満たさない提案、提出

書類に不備がある提案、提案限度額を上回る提案は評価の対象としない。

ア 客観評価

提出された「法人概要書」「実績確認書」「機能確認書」「価格提案書」により評価を行う。

イ 主観評価

「機能確認書」や「企画提案書」に基づく「プレゼンテーション」及び「デモンストレーシ

ョン」により評価を行う。

プレゼンテーションについては、評価を別紙２「評価項目・各評価点の算定方法等」に基づ

き評価を実施するため、これに沿った説明構成とすること。

デモンストレーションについては、システムの実機を用いて「工事契約の案件登録から成績

評定・検査月報等の出力」までの一連の工程を簡潔に説明すること。ただし、システムの実機

を当日までに準備することができない場合や、カスタマイズを要するため実演できない場合

は、画面イメージ図等を示したスライドを用いて説明を行うこと。

（ア） 日程 ：令和７年２月１２日（水）予定 ※開始時間については別途通知する。
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（イ） 出席者 ：説明者含め最大４名

（ウ） 実施時間：１社あたり６０分以内（質疑応答１０分を含む）

※プレゼンテーション及びデモンストレーションの時間を５０分以内とし、うち、プレ

ゼンテーションは１０分程度を目安とする。

ウ 実施場所：宮崎市役所第２庁舎３階会議室（予定）

※プレゼンテーション等は原則として対面での実施とするが、事前に事務局と調

整を行った場合はオンラインでも可能とする。

エ 留意事項

（ア）期日までに提出すべき書類等が揃っていない場合は、参加を辞退したものとみなす。

（イ）プレゼンテーションについては、提案事業者が任意の方法（スライド・動画の使用等）で

行えるものとする。

（ウ）プレゼンテーションを実施するにあたって必要な機材等については、提案事業者において

準備すること。（会議室備え付けの大型モニター及びＨＤＭＩケーブルの使用は可能。）

（２）配点

評価における配点は次のとおりとする。

（３）評価基準

別紙２「評価項目・各評価点の算定方法等」のとおり

（４）受託候補者の選定方法等

ア 宮崎市工事契約管理・工事成績評定システム構築及び運用保守業務委託受託候補者選定委員

会設置要領第３条に規定する委員が、提案内容の審査を行い、評価を行う。

イ 失格者を除き、合計点数が最も高い提案事業者を受託候補者として選定する。なお、合計点

数が最も高い提案事業者が複数いた場合は、客観評価点における機能確認書の評価点が高い

提案事業者を受託候補者とする。

ウ 提案事業者の内、客観評価点及び主観評価点をそれぞれ６割以上を得た者がいない場合は、

受託候補者に相応しい提案事業者がいないと判断し、本プロポーザルは中止とする。

エ 提案事業者が１者の場合も、プレゼンテーション・デモンストレーションを行い、客観評価

点及び主観評価点をそれぞれ６割以上を得た場合は、その提案事業者を受託候補者として選

定する。

（５）失格

次に掲げるいずれかに該当した場合には、失格とする。

ア 参加申込書又は提案書類について、提出期限を過ぎて提出された場合

イ 提出書類に虚偽の記載があった場合

ウ プレゼンテーション・デモンストレーションの開始時間までに正当な理由なく会場に来なか

った場合（但し、事前に事務局と調整を行ったうえでオンラインで実施とした場合は除く）

評価 配点

客観評価点

法人概要書（認証等の保有状況） １０点

実績確認書（類似業務の実績件数） ４０点

機能確認書（システムの機能） ４００点

価格提案書（構築業務及び運用保守に係る費用） ２００点

主観評価点
プレゼンテーション（企画提案書） １５０点

デモンストレーション ２００点

合計 １，０００点
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エ 評価の公平性を害する行為があったと市が認める場合

オ 価格提案書の構築に係る金額が前記の提案限度額を超えている場合

９ 選定の結果の通知・公表

（１）選定結果の通知

選定結果は、選定作業終了後すべての提案事業者に通知する。なお、選定結果の通知について

は、令和７年２月１４日（金）に電子メールにて通知するものとする。

（２）選定結果の公表

選定結果通知日の翌日（土日祝日を除く）以降に、次の項目を本市のホームページに公表する。

（３）選定結果の公表内容

ア 受託候補者の名称、点数

イ 受託候補者以外の点数（点数の高い順）

（４）その他

他の提案事業者の提案内容や、選定結果についての問い合わせには回答しない。

１０ 契約に関する事項

（１）契約の締結

受託候補者と宮崎市の間で、委託内容、経費等について再度調整を行った上で協議が整った場

合、契約を締結する。

（２）契約保証金

契約締結にあたっては、受注者は宮崎市財務規則（平成元年規則第１号）第１０５条第１項の規

定に基づく、契約保証金を納付しなければならない。ただし、同項各号に該当するときは免除と

する。

（３）その他

受託候補者の選定後、特別な事情により契約を締結しない場合は、その理由を記載した辞退（取

下げ）届（様式第７号）を提出すること。なお、この場合、次順位者を受託候補者とする。

１１ その他

（１）提出書類の取扱い

ア 提出された書類（電子データ含む）は、返却しない。

イ 提出された書類の訂正・差替えは認めない。ただし、市からの指示があった場合は除く。

ウ 提出された書類は、本プロポーザルにおける受託候補者選定以外の目的では使用しない。た

だし、情報公開請求があった場合には、宮崎市情報公開条例に基づき対応する。

エ 提出された書類は、選定作業において必要な範囲で複製する場合がある。

（２）その他

ア 本プロポーザルに係る費用については、全ての提案事業者の負担とする。

イ 参加申込書の提出後、本プロポーザルへの参加を辞退する時は、辞退（取下げ）届（様式第

７号）を提出すること。

ウ 企画提案書及び価格提案書は、１者につき１提案に限る。

附 則

この要領は、令和６年１２月１７日から施行し、本業務の契約締結をもって、その効力を失う。


